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A.目的 

 平成 11 年に隔離・身体的拘束の大規模

実態調査が厚生労働科学研究(研究代表

者:浅井邦彦)で行われて以降、630 調査で

件数は把握されているものの、近年、隔離・

身体的拘束の件数が増加している現状に

おいて、その要因分析などの検討を行うこ

とは重要な課題である。そこで本研究では、

隔離・身体的拘束の件数の増加要因などに

ついて明らかにすることを主な目的とし

た。 

 

B.方法 

研究協力者は上記に示した当事者、弁護

研究協力者 

新垣 元 (新垣病院) 

大迫 充江(肥前精神医療センター) 

来住 由樹(岡山県精神科医療センター) 

桐原 尚之(全国｢精神病｣者集団･運営委員･当事者) 

高橋 美久(株式会社 MARS･当事者) 

中島 公博(五稜会病院) 

橋本喜次郎(肥前精神医療センター) 

光石 雅 (肥前精神医療センター) 

三宅 美智(岩手医科大学） 

八尋 光秀(西新共同法律事務所) 

四方田 清(順天堂大学） 

臼田謙太郎(国立精神･神経医療研究センター) 

月江ゆかり(国立精神･神経医療研究センター） 

研究要旨 

精神病床における隔離・身体的拘束件数が増加していることを受け、平成 29 年 2 月より

「精神病床における隔離・身体的拘束に関する大規模調査ワーキンググループ」を設置し、

平成 29 年度に「隔離・身体的拘束における大規模調査」を行った。しかし、本調査には、

回答者の記憶に頼る調査項目が混在しており、客観性が担保できないという理由で中断、

本年度、中止が決定した。そこで、新たな隔離・身体的拘束の増加要因調査の実現にむけ

て、検討を行った。 

これまでの議論の中で抽出された隔離・身体的拘束の増加要因の仮説について、臨床現

場の認識を明らかにするため医療関係者に調査する方向で調査表（案）を作成したが、こ

れまでの課題でもあった回答者の記憶に頼る設問には変わりはなく、客観性が担保できな

かった。そこで、これらの課題を払拭するため、過去に遡っても診療録等に残されている

隔離・身体的拘束の告示上の要件等、客観的な事実のみの最低限聞くべき調査項目（案）、

調査票（案）まで作成したが、研究期間内の実施には至らなかった。 
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士、医療関係者（昨年度から一部変更）で構

成し、研究分担班会議を平成 30 年 7 月 26

日と平成 31 年 2 月 28 日の２回開催し、昨

年度から中断している調査について、隔離･

身体的拘束の増加要因調査を実現するため

に議論した。 

 

C.結果 

研究協力者から「隔離、身体的拘束の件数

が増加していない疾患群や、病棟区分など

があれば、その増加しなかった要因を含め

て考えるべきではないか」、「隔離・身体的拘

束の削減に取り組んだ国際的な事例を踏ま

えて、設問事項を検討すべきではないか」等

の意見が出された。まず、これらの論点から

整理した。 

公表された平成 29 年の 630 調査（6月 30

日 0 時時点の隔離・身体的拘束指示数）の

主診断、病院所在地と患者住所地、性別、在

院期間、入院形態、年齢、病棟入院料ごとの

隔離・身体的拘束指示件数を表 1-表 7 で報

告した。結果、これらの項目において特徴的

な所見は得られず、「押しなべて行われてい

る」ということを共有した。 

 次に、隔離・身体的拘束の削減に取り組ん

だ国際的な事例としては、別添１のように、

米国とニュージーランドについての報告が

あり、ここではニュージーランドについて

検討した。ニュージーランドでは、2001 年

の米国のペンシルバニア州の隔離・身体的

拘束削減運動の影響を受けて、隔離・身体的

拘束削減の取り組みが行われ、2009 年から

の８年間で年間約 65％の身体的拘束の削減

に成功した。しかし、これは技法というより

マインドの問題が大きく、削減した詳細な

方法については不明であった。海外の事例

からも隔離・身体的拘束を削減した詳細な

方法についてはわからないということを共

有した。 

昨年度、隔離・身体的拘束増加要因につい

て明らかにするため、平成 29 年 6 月より調

査を開始したが、調査項目に関して主観的

な意図を問うものが混在しており、回答に

疑義を生じさせる点があること、特に平成

24年の主観的な判断は回答者の記憶に頼る

ことになり、客観性が担保できないのでは

ないか、また法令を逸脱した設問が存在す

ると複数施設から指摘を受け、本調査はい

ったん中断していた。その調査は、平成 30

年 10 月をもって中止とし、国立病院機構肥

前精神医療センター倫理審査委員会で中止

が承認された。 

これらを踏まえて、新たな隔離・身体的拘

束の増加要因調査としては、これまでのよ

うな実態調査では協力が得られにくい。そ

こで、これまでの議論の中で抽出された隔

離・身体的拘束の増加要因の仮説について、

臨床現場の認識を明らかにするため、医療

関係者に調査することで意見が一致した。 

精神病床における隔離･身体的拘束の増

加要因として考えられる仮説には、患者要

因では、「入院患者の高齢化」、「医療処置が

必要な患者の増加」など８項目、環境要因で

は、「隔離・身体的拘束を実施する場所が増

えた」、「身体拘束具（拘束帯）の普及」など

４項目、医療者要因では、「疲弊している」、

「余裕がない」など２項目、組織要因では、

「患者への事故防止対策が厳しくなった」、

「スタッフの安全が優先されるようになっ

た」など 10項目の計 24 項目とした（表 8）。 

また、回答者が自由に意見を書けるよう

自由記載欄を設けることにした。回答方法
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は出来る限り客観性が担保できるよう、「思

う・思わない」の二者択一とした調査票（案）

を作成した。しかし、これまでの課題でもあ

った回答者の記憶に頼る設問には変わりは

なく、日々、調査項目（案）について検討を

重ねたが、客観性が担保できないという点

は払拭されず、倫理審査受審前に第２回目

の研究班会議を開催し、研究協力者から意

見を聞くことにした。医療関係者からは「隔

離・身体的拘束の増加要因について、診療録

には告示で出されている隔離・身体的拘束

の要件以外は残っていない。それ以外のこ

とを過去に遡っても答えようがない。共通

の隔離・身体的拘束の定義を作成してから、

前向きに調査するしかないのではないか」

などの意見がでた。しかし、議論をすすめて

いくうえで、その告示で出されている隔離・

身体的拘束の要件の件数でさえも、現段階

では明らかになっておらず、「この件数だけ

で、隔離・身体的拘束の増加要因について明

らかにはならないと思われるが、10 年前の

客観的なデータとしては収集できるのでは

ないか」との議論があった。もう一つの議論

として、平成 19 年から平成 20 年にかけて

の隔離・身体的拘束件数の急増には、平成

18年の大幅な診療報酬の改定や精神保健福

祉法の改正などが影響しているのではない

かという議論である。「平成 18 年度から診

療報酬算定要件に、看護師の実質配置、会議

の開催、必要書類の提出などが新たに加わ

り、医療現場は混乱を期した。これらが、直

接、隔離・身体的拘束件数の増加に関連して

いるとは断定できないが、少なくともこの

ような周辺環境の変化も増加の一因になっ

ているのではないか」という意見がでた。 

以上のような議論から、新たな隔離・身体

的拘束の増加要因調査では、10 年前（平成

21 年）または５年前（平成 26 年）と平成 31

年の６月 30 日０時時点で、隔離・身体的拘

束の指示数と告示で出されている隔離・身

体的拘束の要件、0 時・12 時時点の隔離・

身体的拘束の実施の有無（開放観察の有無

を調査するため）、行動制限の期間について

は、それぞれ 6 月の１ヶ月間に隔離・身体

的拘束が終了した患者の指示開始日と指示

終了日を調査し、客観的に回答できる調査

項目のみにしてはどうかの意見で一致した。

しかしながら、この調査を今年度内に実施

することが難しいため、この研究班では上

記議論に基づいて、最低限新しい調査で聞

くべき項目（案）（別添 2）と別添 2に基づ

いた調査票（案）（別添 3）を作成し、これ

を研究協力者に送付して意見を聴取するこ

とだけに留めた。研究協力者からは同意が

得られた。 

 

D.考察 

 今年度新たな調査を行うことができず、

最低限聞くべき調査項目（案）および調査票

（案）の作成に留まったことは残念である。

新たな調査を行うに至らなかった大きな要

因として、医療関係者から「隔離・身体的拘

束の増加要因について、診療録には告示で

出されている隔離・身体的拘束の要件以外

は残っていない。それ以外のことを過去に

遡っても答えようがない。共通の隔離・身体

的拘束の定義を作成してから、前向きに調

査するしかないのではないか」との指摘が

あるように、主観的内容かつ過去のことを

伺うという構造的に無理な問題があった。

そのため、これについて概念整理を行い、新

たな最低限聞くべき調査項目（案）およびそ
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れに基づいた調査票（案）を作成するに至っ

た。まずは事実関係の確認を行うことの重

要性を班会議全員で再認識した。これには

当事者も「調査は大変な作業だけど、縛られ

る患者側の気持ちも考えて協力してほし

い」、「当事者の意見を踏まえて調査するこ

とは大事」と述べており、step by step で

臨むことであると考えている。 

また、議論の中で出てきた、増加関連予測

要因ではないかと考えられる、平成 18 年の

大幅な診療報酬の改定や精神保健福祉法の

改正などが影響しているのではないかとい

う議論に関しては、調査とは別途検討すべ

きである。また、そもそも医療現場の混乱が

引き起こしたと考えられる医療従事者等の

患者への直接的ケア時間の減少が、行動制

限の時間にどのように影響したかを検証す

る必要があると考えられる。 

今後、これらの論点を受けた新たな調査

研究が望まれるところである。 

 

E.結論 

今年度は２回の研究班会議を行い、①平

成 29 年度の「隔離・身体的拘束における大

規模調査」を中止した。②これまでの議論の

中で抽出された隔離・身体的拘束の増加要

因の仮説について、臨床現場の認識を明ら

かにするため医療関係者に調査する方向で

調査表（案）を作成したが、これまでの課題

でもあった回答者の記憶に頼る設問には変

わりはなく、客観性が担保できないという

点は払拭されなかった。そこで、③客観的な

事実のみを伺う最低限聞くべき調査項目

（案）、調査票（案）の作成をしたが、研究

期間内での実施には至らなかった。 

 

D. 健康危険情報 なし 

 

E. 研究発表 

1. 論文発表 なし 

2. 学会発表 なし 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし 
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表１ 全国 主診断×隔離・⾝体的拘束指⽰                 平成 29 年 630 調査より 

 

 

 

表 2 全国 病院所在地と患者住所地×隔離・⾝体的拘束指⽰ 

 

 

総数
(A+B+D-C)

隔離有(A) 拘束有(B) 隔離かつ
拘束(C)

隔離拘束指⽰なし
(D)

F0 症状性を含む器質性精神障害 1,645 4,905 337 63,052
    F00 アルツハイマー病型認知症 37,147 778 2,780 147 33,736

 F01 ⾎管性認知症 8,286 143 574 36 7,605
 F02−09 上記以外の症状性を含む器質性精神障害 23,832 724 1,551 154 21,711

F1 精神作⽤物質による精神及び⾏動の障害 12,309 406 330 68 11,641
    F10 アルコール使⽤による精神及び⾏動の障害 10,916 286 284 50 10,396

 覚せい剤による精神及び⾏動の障害 587 59 20 9 517
 アルコール、覚せい剤を除く精神作⽤物質使⽤
             による精神及び⾏動の障害 806 61 26 9 728

F2 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 154,595 8,290 5,451 975 141,829
F3 気分(感情)障害 26,986 1,055 793 190 25,328

 F30‐31  躁病エピソード・双極性感情障害(躁うつ病) 14,483 731 454 112 13,410
 F32-39 その他の気分障害 12,503 324 339 78 11,918

F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び⾝体表現性障害 5,201 190 118 32 4,925
F5 ⽣理的障害及び⾝体的要因に関連した⾏動症候群 724 49 36 15 654
F6 成⼈のパーソナリティ及び⾏動の障害 1,083 72 34 4 981
F7 精神遅滞(知的障害) 5,905 540 425 61 5,001
F8 ⼼理的発達の障害 1,786 314 83 33 1,422

F9 ⼩児期及び⻘年期に通常発症する⾏動
       及び情緒の障害及び特定不能の精神障害 590 61 30 9 508

2,311 82 107 11 2,133
2,987 106 208 17 2,690
430 7 8 4 419

284,172 12,817 12,528 1,756 260,583
*F0に属さないものを計上。
**⼤項⽬の総和を算出。

隔離拘束指⽰

合計**

てんかん*
その他
不明

総数
(A+B+D-C)

隔離有(A) 拘束有(B) 隔離かつ拘束(C) 隔離拘束指⽰なし(D)
同⼀ 132,180 5,171 5,382 686 122,313
異なる 151,992 7,646 7,146 1,070 138,270

合計 284,172 12,817 12,528 1,756 260,583

隔離拘束指⽰
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表 3 全国 性別×隔離・⾝体的拘束指⽰ 

 
 

 

 

表 4 全国 在院期間×隔離・⾝体的拘束指⽰ 

 
 
 
 
 
 

総数
(A+B+D-C)

隔離有(A) 拘束有(B) 隔離かつ拘束(C) 隔離拘束指⽰なし(D)
男性 136,653 7,165 6,306 937 124,119
⼥性 147,463 5,651 6,221 819 136,410
不明 56 1 1 0 54

合計 284,172 12,817 12,528 1,756 260,583

隔離拘束指⽰

総数
(A+B+D-C)

隔離有(A) 拘束有(B) 隔離かつ拘束(C) 隔離拘束指⽰なし(D)
1ヶ⽉未満 27,721 2,966 1,820 553 23,488
1ヶ⽉以上
3ヶ⽉未満 20,311 1,230 1,043 217 18,255

3ヶ⽉以上
6ヶ⽉未満 29,420 1,342 1,572 202 26,708

6ヶ⽉以上
1年未満 31,729 1,226 1,695 202 29,010

1年以上
5年未満 80,524 2,892 3,399 319 74,552

5年以上
10年未満 38,574 1,418 1,331 125 35,950

10年以上
20年未満 29,442 1,069 872 80 27,581

20年以上 25,932 660 777 58 24,553
不明 519 14 19 0 486

合計 284,172 12,817 12,528 1,756 260,583

隔離拘束指⽰
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表 5 全国 ⼊院形態×隔離・⾝体的拘束指⽰ 

 
 
 

表 6 全国 年齢×隔離・⾝体的拘束指⽰ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総数
(A+B+D-C)

隔離有(A) 拘束有(B) 隔離かつ拘束(C) 隔離拘束指⽰なし(D)
措置⼊院 1,621 528 124 92 1,061
医療保護⼊院 130,360 10,768 10,632 1,566 110,526
任意⼊院 150,722 1,439 1,742 95 147,636
その他の⼊院 829 60 8 3 764
不明 640 22 22 0 596

合計 284,172 12,817 12,528 1,756 260,583

隔離拘束指⽰

総数
(A+B+D-C)

隔離有(A) 拘束有(B) 隔離かつ拘束(C) 隔離拘束指⽰なし(D)
２０歳未満 2,387 292 90 44 2,049
２０歳以上
４０歳未満 19,382 2,627 806 331 16,280

４０歳以上
６５歳未満 97,212 6,376 3,555 731 88,012

６５歳以上
７５歳未満 72,539 2,081 2,924 317 67,851

７５歳以上 92,406 1,441 5,153 333 86,145
不明 246 0 0 0 246

合計 284,172 12,817 12,528 1,756 260,583

隔離拘束指⽰
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表 7 全国 病棟⼊院料×隔離・⾝体的拘束指⽰ 

 

 

総数
(A+B+D-C)

隔離有(A) 拘束有(B) 隔離かつ
拘束(C)

隔離拘束指
⽰なし(D)

精神科救急⼊院料 8,436 1,581 448 285 6,692
精神科救急・合併症⼊院料 308 42 82 21 205
精神科急性期治療病棟⼊院料 14,618 1,437 547 218 12,852
精神療養病棟⼊院料 88,517 2,582 2,805 314 83,444
認知症治療病棟⼊院料 32,260 401 2,077 81 29,863
特殊疾患病棟⼊院料 4,181 34 183 8 3,972
児童・思春期精神科⼊院医療管理料 911 101 24 11 797
医療観察法 737 17 4 1 717
地域移⾏機能強化病棟⼊院料 1,903 86 47 28 1,798
10対1⼊院基本料 806 48 132 21 647
13対1⼊院基本料 3,778 315 307 80 3,236
15対1⼊院基本料 116,236 5,618 5,173 593 106,038
18対1⼊院基本料 3,790 94 124 4 3,576
20対1⼊院基本料 1,228 23 21 0 1,184
特別⼊院基本料 1,354 59 63 3 1,235
特定機能病院⼊院基本料(7対１) 288 32 29 14 241
特定機能病院⼊院基本料(10対1) 291 19 18 6 260
特定機能病院⼊院基本料(13対1) 853 75 62 21 737
特定機能病院⼊院基本料(15対1) 461 48 30 15 398
その他 2,449 163 336 30 1,980
不明 767 42 16 2 711

合計 284,172 12,817 12,528 1,756 260,583

隔離拘束指⽰

A B C 
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表 8 隔離・⾝体的拘束増加要因（仮説）   

 

 

【患者要因】
⼊院患者の⾼齢化
医療処置が必要な患者の増加
認知症患者の増加
⾮同意⼊院（任意、鑑定⼊院以外）患者の増加
新規の⼊院患者の増加
⻑期にわたり隔離・⾝体拘束を実施されている患者の増加
隔離・⾝体的拘束が必要な患者の増加
重症な患者の増加
【環境要因】
隔離・⾝体的拘束を実施できる場所が増えた
⾝体拘束具（拘束帯）の普及
１つの病棟に多様な疾患の患者が⼊院するようになった
状態の悪い患者に対する、他患者の苦情が増えた
【医療者要因】
以前に⽐べて、⼼理的に疲弊している
以前に⽐べて、⼼理的に余裕がない
【組織要因】
患者への事故防⽌対策が厳しくなった
スタッフの安全が優先されるようになった
⾏動制限最⼩化委員会が活⽤されていない
院内での隔離・⾝体的拘束に関する指針がない
救急・急性期病棟の増加
在院期間に短縮に関する管理が厳しくなった
⾮常勤看護師の⼈数の増加
業務量の増加
患者にかかわる時間の減少
⼊院時は⼀律、隔離・⾝体的拘束を第⼀選択する⽅針に変更になった
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隔離・身体的拘束の増加要因（最低限聞くべき）調査項目（案） 

 

I. 調査ポイント 

【件数と理由の調査】 

1. 平成 21年または平成 26年の 6月 30日 0時時点に隔離・身体的拘束の指示が出ていた

患者から件数および告知上の要件を聞く。 

2. 平成 31 年の 6 月 30 日 0 時時点に隔離・身体的拘束の指示が出ていた患者から件数お

よび告知上の要件を聞く。 

 

【開放観察の有無の調査】 

1. 平成 21年または平成 26年の 6月 30日 0時と 12時時点の開放観察の有無を聞く。 

2. 平成 31年 6月 30日 0時と 12時時点の開放観察の有無を聞く。 

 

【期間の調査】 

1. 平成 21 年または平成 26 年の６月中１ヶ月間に隔離・身体的拘束の指示が終了した患

者の、指示開始日と指示終了日を聞く。 

2. 平成 31年の６月中１ヶ月間に隔離・身体的拘束の指示が終了した患者の、指示開始日

と指示終了日を聞く。 

 

II. 調査項目（案）（630調査と同様の区分で） 

1. 入院年月 

2. 入院料 

3. 入院形態 

4. 年齢 

5. 性別 

6. 開始・解除日 

7. 主診断 

8. 隔離・拘束理由（告示上の要件でその他は自由記載） 

9. 開放観察の有無 
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別添3【平成21年または平成26年最低限聞くべき調査票（案）】

隔離・拘束患者の個別調査票(案）

Ⅰ．件数・理由の調査（10年前または５年前の6⽉30⽇⼀⽇の調査）
平成21年または平成26年の6⽉30⽇０時に隔離・⾝体的拘束の指⽰が出ていた患者についてお答えください。
質問 回答 条件 選択肢

１）⼊院年⽉ 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

 年 ⽉ ⽇

２）⼊院料 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

【平成21年】
01．精神科救急⼊院料
02．精神科救急・合併症⼊院料
03．精神科急性期治療病棟⼊院料
04．精神療養病棟⼊院料
05．認知症病棟⼊院料
06．特殊疾患病棟⼊院料
07．⼩児⼊院医療管理料3
08．急性期⼊院対象者⼊院医学管理料（医療観察法）
09．回復期⼊院対象者⼊院医学管理料（医療観察法）
10．社会復帰期⼊院対象者⼊院医学管理料（医療観察法）
11．10対1⼊院基本料
12．15対1⼊院基本料
13．18対1⼊院基本料
14．20対1⼊院基本料
15．特別⼊院基本料
16．特定機能病院⼊院基本料(7対１)
17．特定機能病院⼊院基本料(10対1)
18．特定機能病院⼊院基本料(15対1)
19．その他

【平成26年】
01．精神科救急⼊院料
02．精神科救急・合併症⼊院料
03．精神科急性期治療病棟⼊院料
04．精神療養病棟⼊院料
05．認知症治療病棟⼊院料
07．特殊疾患病棟⼊院料
08．⼩児⼊院医療管理料5
09．児童・思春期精神科⼊院医療管理料
10．医療観察法⼊院対象者⼊院医学管理料
11．10対1⼊院基本料
12．13対1⼊院基本料
13．15対1⼊院基本料
14．18対1⼊院基本料
15．20対1⼊院基本料
16．特別⼊院基本料
17．特定機能病院⼊院基本料(7対１)
18．特定機能病院⼊院基本料(10対1)
19．特定機能病院⼊院基本料(13対1)
20．特定機能病院⼊院基本料(15対1)
21．その他

３）⼊院形態 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

1．任意⼊院
2．医療保護⼊院
3．措置⼊院
4．緊急措置⼊院
5．応急⼊院
6．鑑定⼊院
7．医療観察法による⼊院

４）年齢 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰があった患者

1．19歳以下
2．20歳から24歳
3．25歳から29歳
4．30歳から34歳
5．35歳から39歳
6．40歳から44歳
7．45歳から49歳
8．50歳から54歳
9．55歳から59歳
10．60歳から64歳
11．65歳から69歳
12．70歳から74歳
13．75歳から79歳
14．80歳から84歳
15．85歳から89歳
16．90歳以上

５）性別 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

1． 男性
2． ⼥性

６）主診断 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

１．基本情報

1． F00 アルツハイマー型認知症
2． F01 ⾎管性認知症
3． F02-09 上記以外の症状性を含む器質性精神障害
4． F10 アルコール使⽤による精神及び⾏動の障害
5． 覚せい剤による精神及び⾏動の障害
6． アルコール覚せい剤を除く精神作⽤物質使⽤による精神及び⾏動の障害
7． F2 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害
8． F3 双極性障害
9． F3 その他の気分障害
10． F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び⾝体表現性障害
11． F5 ⽣理的障害及び⾝体的要因に関連した⾏動症候群
12． F6 成⼈のパーソナリティ及び⾏動の障害
13． F7 精神遅滞(知的障害)
14． F8 ⼼理的発達の障害
15． F9 ⼩児期及び⻘年期に通常発症する⾏動及び情緒の障害及び特定不能の精神障害

 

○○にご記⼊をお願いいたします。
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別添3【平成21年または平成26年最低限聞くべき調査票（案）】

１）開始時の患者の状態
について、選択して下さ
い。

複 6⽉30⽇0時に隔離の指⽰
が出ていた患者

２）6⽉30⽇0時（深夜）
実施
実際に隔離を実施してい
ますか
（⼀時開放は「無」につ
けて下さい）

単 6⽉30⽇0時に隔離の指⽰
が出ていた患者

1． 有
2． 無

３）6⽉30⽇12時（正午）
実施
実際に隔離を実施してい
ますか
（⼀時開放は「無」につ
けて下さい）

単 6⽉30⽇0時に隔離の指⽰
が出ていた患者

1． 有
2． 無
3. 終了

３．拘束指⽰の詳細
１） 開始時の患者の状態
について、選択して下さ
い。

複 6⽉30⽇0時に拘束の指⽰
が出ていた患者

２）6⽉30⽇0時（深夜）
実施
実際に拘束を実施してい
ますか
（⼀時開放は「無」につ
けて下さい）

単 6⽉30⽇0時に拘束の指⽰
が出ていた患者

1． 有
2． 無

３） 6⽉30⽇12時（正
午）実施
実際に拘束を実施してい
ますか
（⼀時開放は「無」につ
けて下さい）

単 6⽉30⽇12時に拘束の指
⽰が出ていた患者

1． 有
2． 無
3. 指⽰終了

Ⅱ．期間の調査(10年前または5年前の６⽉中１ヶ⽉間の調査）
平成21年または平成26年の６⽉中１ヶ⽉間に隔離・拘束の指⽰が終了した患者についてお答えください。
質問 回答 条件 選択肢
１）隔離・拘束の指⽰開
始⽇

単 6⽉中１ヶ⽉間で隔離・拘
束の指⽰が終了した患者

２）隔離・拘束の指⽰終
了⽇

単 6⽉中１ヶ⽉間で隔離・拘
束の指⽰が終了した患者

  年 ⽉ ⽇

  年 ⽉ ⽇

２．隔離指⽰の詳細

＊この設問は、診療録で確認できる客観的内容となるよう、「精神科病院に⼊院する時の告知等に係る書⾯及び⼊退
院の届出等について」（平成12年３⽉30⽇障精第22号厚⽣省⼤⾂官房障害保健福祉部精神保健福祉課⻑通知）の様
式11「⾝体的拘束を⾏うに当たってのお知らせ」」に基づく選択肢としています。（複数回答可）

1. ア. ⾃殺企図⼜は⾃傷⾏為が著しく切迫している場合
2. イ. 多動⼜は不穏が顕著である場合
3. ウ. ア⼜はイのほか精神障害のために、そのまま放置すれば患者の⽣命にまで危険が及ぶおそれがある状態
4. エ. その他（                       ）

＊この設問は、診療録で確認できる客観的内容となるよう、「精神科病院に⼊院する時の告知等に係る書⾯及び⼊退
院の届出等について」（平成12年３⽉30⽇障精第22号厚⽣省⼤⾂官房障害保健福祉部精神保健福祉課⻑通知）の様
式10「隔離を⾏うに当たってのお知らせ」に基づく選択肢としています。（複数回答可）

1. ア.他の患者との⼈間関係を著しく損なうおそれがある等、その⾔動が患者の病状の経過や予後に著しく悪く影響
する場合
2. イ.⾃殺企図⼜は⾃傷⾏為が切迫している場合
3. ウ.他の患者に対する暴⼒⾏為や著しい迷惑⾏為、器物破損⾏為が認められ、他の⽅法ではこれを防ぎきれない場
合
4. エ.急性精神運動興奮等のため、不穏、多動、爆発性などが⽬⽴ち、⼀般の精神病室では医療⼜は保護を図ること
が著しく困難な場合
5. オ.⾝体的合併症を有する患者について、検査及び処置等のため、隔離が必要な場合
6. その他（                        ）
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別添３【平成31年最低限聞くべき調査票（案）】

隔離・拘束患者の個別調査票(案）

Ⅰ．件数・理由の調査（今年の6⽉30⽇⼀⽇の調査）
平成31年6⽉30⽇0時に隔離・⾝体的拘束の指⽰が出ていた患者についてお答えください。
質問 回答 条件 選択肢

１）⼊院年⽉ 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

 年 ⽉ ⽇

２）⼊院料 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

３）⼊院形態 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

1．任意⼊院
2．医療保護⼊院
3．措置⼊院
4．緊急措置⼊院
5．応急⼊院
6．鑑定⼊院
7．医療観察法による⼊院

４）年齢 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰があった患者

1．19歳以下
2．20歳から24歳
3．25歳から29歳
4．30歳から34歳
5．35歳から39歳
6．40歳から44歳
7．45歳から49歳
8．50歳から54歳
9．55歳から59歳
10．60歳から64歳
11．65歳から69歳
12．70歳から74歳
13．75歳から79歳
14．80歳から84歳
15．85歳から89歳
16．90歳以上

５）性別 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

1． 男性
2． ⼥性

【平成31年】
01．精神科救急⼊院料
02．精神科救急・合併症⼊院料
03．精神科急性期治療病棟⼊院料
04．精神療養病棟⼊院料
05．認知症治療病棟⼊院料
06．地域移⾏機能強化病棟⼊院料
07．特殊疾患病棟⼊院料
08．児童・思春期精神科⼊院医療管理料
10．10対1⼊院基本料
11．13対1⼊院基本料
12．15対1⼊院基本料
13．18対1⼊院基本料
14．20対1⼊院基本料
15．特別⼊院基本料
16．特定機能病院⼊院基本料(7対１)
17．特定機能病院⼊院基本料(10対1)
18．特定機能病院⼊院基本料(13対1)
19．特定機能病院⼊院基本料(15対1)
20．医療観察法⼊院対象者⼊院医学管理料

１．基本情報

○○にご記⼊をお願いいたします。
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別添３【平成31年最低限聞くべき調査票（案）】

６）主診断 単 6⽉30⽇0時に隔離・拘束
の指⽰が出ていた患者

１）開始時の患者の状態
について、選択して下さ
い。

複 6⽉30⽇0時に隔離の指⽰
が出ていた患者

２）6⽉30⽇0時（深夜）
実施
実際に隔離を実施してい
ますか
（⼀時開放は「無」につ
けて下さい）

単 6⽉30⽇0時に隔離の指⽰
が出ていた患者

1． 有
2． 無

３）6⽉30⽇12時（正午）
実施
実際に隔離を実施してい
ますか
（⼀時開放は「無」につ
けて下さい）

単 6⽉30⽇0時に隔離の指⽰
が出ていた患者

1． 有
2． 無
3. 終了

３．拘束指⽰の詳細
１） 開始時の患者の状態
について、選択して下さ
い。

複 6⽉30⽇0時に拘束の指⽰
が出ていた患者

２）6⽉30⽇0時（深夜）
実施
実際に拘束を実施してい
ますか
（⼀時開放は「無」につ
けて下さい）

単 6⽉30⽇0時に拘束の指⽰
が出ていた患者

1． 有
2． 無

３） 6⽉30⽇12時（正
午）実施
実際に拘束を実施してい
ますか
（⼀時開放は「無」につ
けて下さい）

単 6⽉30⽇12時に拘束の指
⽰が出ていた患者

1． 有
2． 無
3. 指⽰終了

1． F00 アルツハイマー型認知症
2． F01 ⾎管性認知症
3． F02-09 上記以外の症状性を含む器質性精神障害
4． F10 アルコール使⽤による精神及び⾏動の障害
5． 覚せい剤による精神及び⾏動の障害
6． アルコール覚せい剤を除く精神作⽤物質使⽤による精神及び⾏動の障害
7． F2 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害
8． F3 双極性障害
9． F3 その他の気分障害
10． F4 神経症性障害、ストレス関連障害及び⾝体表現性障害
11． F5 ⽣理的障害及び⾝体的要因に関連した⾏動症候群
12． F6 成⼈のパーソナリティ及び⾏動の障害
13． F7 精神遅滞(知的障害)
14． F8 ⼼理的発達の障害
15． F9 ⼩児期及び⻘年期に通常発症する⾏動及び情緒の障害及び特定不能の精神障害
16． てんかん(F0に属さないものを計上する)

２．隔離指⽰の詳細
＊この設問は、診療録で確認できる客観的内容となるよう、「精神科病院に⼊院する時の告知等に係る書⾯及び⼊退
院の届出等について」（平成12年３⽉30⽇障精第22号厚⽣省⼤⾂官房障害保健福祉部精神保健福祉課⻑通知）の様
式10「隔離を⾏うに当たってのお知らせ」に基づく選択肢としています。（複数回答可）

1. ア.他の患者との⼈間関係を著しく損なうおそれがある等、その⾔動が患者の病状の経過や予後に著しく悪く影響
する場合
2. イ.⾃殺企図⼜は⾃傷⾏為が切迫している場合
3. ウ.他の患者に対する暴⼒⾏為や著しい迷惑⾏為、器物破損⾏為が認められ、他の⽅法ではこれを防ぎきれない場
合
4. エ.急性精神運動興奮等のため、不穏、多動、爆発性などが⽬⽴ち、⼀般の精神病室では医療⼜は保護を図ること
が著しく困難な場合
5. オ.⾝体的合併症を有する患者について、検査及び処置等のため、隔離が必要な場合
6. その他（                        ）

＊この設問は、診療録で確認できる客観的内容となるよう、「精神科病院に⼊院する時の告知等に係る書⾯及び⼊退
院の届出等について」（平成12年３⽉30⽇障精第22号厚⽣省⼤⾂官房障害保健福祉部精神保健福祉課⻑通知）の様
式11「⾝体的拘束を⾏うに当たってのお知らせ」」に基づく選択肢としています。（複数回答可）

1. ア. ⾃殺企図⼜は⾃傷⾏為が著しく切迫している場合
2. イ. 多動⼜は不穏が顕著である場合
3. ウ. ア⼜はイのほか精神障害のために、そのまま放置すれば患者の⽣命にまで危険が及ぶおそれがある状態
4. エ. その他（                       ）
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Ⅱ．期間の調査(６⽉中１ヶ⽉間の調査）
平成31年6⽉中１ヶ⽉間に隔離・拘束の指⽰が終了した患者についてお答えください。
質問 回答 条件 選択肢
１）隔離・拘束の指⽰開
始⽇

単 6⽉中１ヶ⽉間で隔離・拘
束の指⽰が終了した患者

２）隔離・拘束の指⽰終
了⽇

単 6⽉中１ヶ⽉間で隔離・拘
束の指⽰が終了した患者

  年 ⽉ ⽇

  年 ⽉ ⽇
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